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令和６年度帰還困難区域等内の国有林にかかる航空レーザ計測成果等の判読等によ

る森林現況把握等事業 仕様書

第１章 総則

１（適用範囲）

 本仕様書は、関東森林管理局(以下、「発注者」という。)が発注する令和６年度帰還

困難区域等内の国有林にかかる航空レーザ計測成果等の判読等による森林現況把握

等業務(以下、「本業務」という。)について適用され、本業務を受託する者(以下、「受

注者」という。)が実施しなければならない事項を定めたものである。

２（件名）

令和６年度帰還困難区域等内の国有林にかかる航空レーザ計測成果等の判読等に

よる森林現況把握等事業

３（履行期間）

 契約締結の翌日から令和７年３月１４日まで

４（業務目的）

 本業務は、特定復興再生拠点区域及び特定帰還居住区域等、帰還住民の生命財産の

保全、生活の安全・安心の確保に向けて、別途貸与するこれまでに関東森林管理局が

実施した各種調査結果及び発注者において計測機関より貸与を受けた航空レーザ計

測の成果の判読等により、荒廃地などの森林の現況や林道の現況などを把握するとと

もに、GIS 上における情報の統合及び見える化により、今後の事業実施の検討資料と

して活用することを目的とする。

５（関連法令等）

本業務は、本仕様書及び契約書によるほか、次の関係法令等に基づき実施する。

(1) 森林法 (昭和 26 年法律第 249 号) 

(2) 森林法施行規則 (昭和 26 年農林省令第 54 号)

(3) 測量法(昭和 24 年法律第 188 号)

(4) 著作権法(昭和 45 年法律第 48 号)

(5) 林野庁測定規程(平成 24 年 1 月 6 日付け 23 日林国業第 100 号-1)

(6) 国土交通省公共測量作業規程(平成 28 年 3 月 31 日付け国国地第 190号)

(7) 公共測量作業規程の準則 (平成 20年 3月 31日付け国土交通省告示第 413号)

(8) 地理空間情報活用推進基本法(平成 19 年法律第 63 号)

(9) 地理情報標準プロファイル (国土交通省国土地理院) 

(10) その他関係法令、規則、通達等
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６（技術力の確保）

本業務の実施に当たり、航空レーザ計測及び森林解析等に関する相当の知識、経験

に加え、成果物の品質保証、情報管理における信頼性を確保する必要があるため、受

注者は以下に示す条件を満たすものとする。

(1) 技術士(森林部門)の資格を有し、計測密度 4 点/m2 以上の航空レーザ計測成果

を利用した業務の経験がある者を管理技術者として配置する。

(2) 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年 4 月 15 日付け建設省告示 717 号）に

基づく森林土木部門の登録を受けている者を配置する。

７（関係官公庁への手続等）

測量法に基づく公共測量の諸手続に必要な関係書類の作成及び申請等の支援を行

うものとする。本業務の実施に当たり必要な関係官公庁への諸手続は、受注者が速や

かに行い、その写しを監督職員に提出するものとする。

８（成果物の帰属）

本業務の成果物は、著作権法(昭和 45年法律第 48号)第 21条から第 28条及び第 47 

条 3に定める全ての権利並びに民法(明治 29年法律第 89号)第 206条に定める所有権

(以下「著作権等」という。)を発注者が所有する。また、受注者は本業務の成果物を

発注者の許可なく第三者に複写、公表、貸与及び使用してはならない。

９（再委託の制限）

(1) 受注者は、委託事業の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し、又は

請け負わせてはならない。

  なお、主たる部分とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及

び技術的判断等をいうものとする。

(2) 受注者は、この委託事業達成のため、委託事業の一部を第三者に委任し、又は請

け負わせること（以下「再委託」という。）を必要とするときは、あらかじめ発注

者の承認を得なければならない。ただし、再委託が出来る事業は、原則として委託

費の限度額に占める再委託の金額の割合（「再委託比率」という。以下同じ。）が

５０パーセント以内の業務とする。

(3) 受注者は、前項の再委託の承認を受けようとするときは、当該第三者の氏名又

は名称、住所、再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性及び契約金額について記

載した再委託承認申請書（別紙様式第２号）を発注者に提出しなければならない。

(4) 受注者は、前項の書面に記載した事項を変更しようとするときは、あらかじめ

発注者の承認を得なければならない。

(5) 受注者は、この委託事業達成のため、再々委託又は再々請負（再々委託又は再々

請負以降の委託又は請負を含む。以下同じ。）を必要とするときは、再々委託又は

再々請負の相手方の氏名又は名称、住所及び業務の範囲を記載した書面を、第２

項の承認の後、速やかに発注者に届け出なければならない。

(6) 受注者は、再委託の変更に伴い再々委託又は再々請負の相手方又は業務の範囲
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を変更する必要がある場合には、第４項の変更の承認の後、速やかに前項の書面

を変更し、発注者に届け出なければならない。

(7) 発注者は、前２項の書面の届出を受けた場合において、この契約の適正な履行

の確保のため必要があると認めるときは、受注者に対し必要な報告を求めること

ができる。

(8) 再委託する業務が委託業務を行う上で発生する事務的業務であって、再委託比

率が５０パーセント以内であり、かつ、再委託する金額が１００万円以下である

場合には、軽微な再委託として第２項から前項までの規定は、適用しない。

(9) 受注者は、再委託する場合には、当該委託にかかる再委託先の行為について、発

注者に対し、すべての責任を負うものとする。

10（機密情報の取扱い）

(1) 受注者は、本業務の履行に関して知り得た情報を機密情報として扱い、他の目

的に使用し、又は第三者に開示し、若しくは漏えいしてはならない。

(2) 受注者は、機密情報の提供、返却等の授受について、発注者の指示に従わなけれ

ばならない。

(3) 受注者は、本業務に従事する者並びに９の規定により本業務を再委託する場合

の再委託先及びそれらの使用人(以下「従事者等」という。)に対して、(1)及び(2)

の規定を遵守させなければならない。

(4) 発注者は、受注者が(1)から(3)までの規定に違反し、発注者又は第三者に損害

を与えた場合は、受注者に対し本業務に係る契約の解除又は損害賠償の請求をす

ることができるものとする。

(5) (1)から(4)までの規定は、本業務に係る契約期間の満了後又は契約解除後も同

様とする。

11（個人情報の取扱い）

(1) 受注者は、本業務を遂行するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情

報取扱業務委託契約特記事項」(以下「特記事項」という。)を遵守しなければなら

ない。

(2) 受注者は、従事者等に対して、特記事項を遵守させなければならない。

12（情報セキュリティ）

受注者は、本業務においてデ一夕セキュリティ対策及び個人情報保護対策を講じ、

情報資産の安全性を確保しなければならない。

13（契約不適合責任等）

(1) 受注者は、納入物件の検収を行った日を起算日として１年間は、納入物件の性

能、品質等について補償するものとする。

(2) 前項に定める保証期間内に、納入物件に関して契約の内容に適合しない（以下

「契約不適合」という。）場合には、発注者は、受注者に対し、相当の日時を定め
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て当該契約不適合を補修させることができる。

(3) 発注者が、当該契約不適合により不当な損害を被った場合には、受注者は、その

損害を賠償しなければならない。

14（損害賠償）

受注者は、その責めに帰する理由により、本業務の実施に関し発注者又は第三者に

損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

15（本業務及び仕様書遵守に要する経費）

本業務及び本仕様書を遵守するために要する経費は、全て受注者の負担とする。

16（専属的合意管轄裁判所）

本業務に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、群馬県前橋市を管轄する裁

判所をもって専属的合意管轄裁判所とする。ただし、特許権、実用新案権、回路配置

利用権又はプログラムの著作物についての著作者の権利に関する訴えについては、民

事訴訟法(平成８年法律第 109 号)第６条に定めるものとする。

17（業務計画）

受注者は、事前に業務全体の目的及び内容を把握するとともに、業務内容・数量、

業務実施体制、細部工程計画等についてとりまとめた業務計画書及び業務工程表を契

約締結後 10 日間以内に提出し、発注者の承認を受けるものとする。また、その内容

を変更する場合も同様とする。

18（報告及び調査）

受注者は、適正な工程管理を行い、本業務の進捗状況を月に 1回報告するものとす

る。 また、発注者は受注者に対して必要がある場合に、本業務の履行状況等について

調査を行うことができる。

19（打合せ協議）

本業務の打合せ協議は、業務着手前、中問報告時、成果物納入時の３回を標準とし、

時期等については監督職員と打合せして決定することとする。受注者は打合せ協議の

内容を書面に記録するものとする。また、打合わせ協議はオンラインでの開催及び定

例会との併催を可能とする。

20（疑義） 

受注者は本仕様書に記載のない事項及び本業務遂行に当たり疑義が生じた場合に

は、必ず発注者と協議により定めるものとする。
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21（業務数量の変更等）

本業務完了後又は業務途中で仕様内容の著しい変更が生じた場合、若しくは作業数

量に著しい増減が生じた場合については、発注者と受注者とが協議の上、本契約を変

更できるものとする。

22（完了報告及び検査）

(1) 受注者は、本業務を完了したときは、成果物と併せて業務完了報告書を速やか

に発注者に提出しなければならない。

(2) 発注者は、前項に示す業務完了報告書を受理後、業務の完了を確認するための

検査を行わなければならない。

(3) 発注者は、前項の規定に基づき検査を実施した結果、合格と認めるときは、その

旨を受注者に通知しなければならない。

(4) 受注者は、(2)の規定に基づく検査に合格しないときは、発注者の指示に従って

遅滞なく成果物を修正し、発注者の検査を受けなければならない。

(5) (2)及び(3)の規定は、(4)の再検査の場合において準用する。

23（貸与資料）

本業務で必要となる資料について、発注者が保有する以下の資料を受注者に貸与す

る。貸与した資料について、受注者は責任をもって保管し、亡失はもちろん、汚損・

破損のないよう取扱いには十分注意するものとする。本業務に係る契約が満了し、若

しくは解除されたとき、又は本業務遂行上不要となった場合は、遅滞なく発注者に返

還し、又は発注者の指示に従った処置を行うものとする。受注者は借用の際、借用書

を発注者に提出することを原則とする。

(1) 磐城森林管理署森林計画図デ一夕(shape形式) 

(2) 磐城森林管理署森林調査簿・樹種別調査簿デ一夕(shape形式、エクセル形式) 

(3) 平成１８年度治山流域調査結果報告書

(4) 令和元年度 旧避難指示区域等内国有林における環境放射線モニタリング調査

事業のうち帰還困難区域内国有林における林道調査結果

(5) 森林土壌デジタルマップ（国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究

所 HP公表資料（H23～25））

(6) CS 立体図を使った地形判読マニュアル（令和５(2023)年３月 林野庁）

(7) 発注者において計測機関より貸与を受けた既存の航空レーザ計測業務等成果品

（ア）国土地理院（H23、H24取得データ）

① オリジナルデータ

② グラウンドデータ

③ 標高値グリッドデータ（1m）

④ 水部ポリゴンデータ

⑤ オルソ画像データ
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⑥ 地上高データ（１m）

⑦ 位置情報ファイル

（イ）福島県（H30、R2取得データ他）

① オリジナルデータ

② グラウンドデータ

③ グリッドデータ

④ 水部ポリゴンデータ

⑤ オルソ画像データ

⑥ 位置情報ファイル

⑦ 等高線データ

⑧ 低密度ポリゴンデータ

（ウ）浪江町（R4取得データ）

   オルソ画像データ

   オルソ画像データ図郭図

（エ）大熊町（R4取得データ）

      オルソ画像データ

   オルソ画像データ図郭図

（オ）南相馬市（R4）取得データ）

   オルソ画像データ

   オルソ画像データ図郭図

第２章 業務概要

１（業務概要）

本業務では、特定復興再生拠点区域及び特定帰還居住区域等への帰還住民の生命・

財産の保全、生活の安全・安心の確保等に向けて、これまで立ち入りが制限されてき

たことにより十分に把握できていない帰還困難区域等内の国有林について、発注者が

提供するデータ等及び受注者が提案するデータ等から荒廃地や林道の崩落個所等の

森林の現況を把握し、それら情報の GISによる統合・見える化により、今後の事業実

施の検討資料として活用を図ることとする。

２（業務対象範囲）

本業務の対象範囲は、別添位置図の磐城森林管理署管内の帰還困難区域内国有林及

びその隣接国有林を対象とする。

第３章 業務内容

１（過年度調査結果の把握・整理）

別途発注者が貸与する過年度の調査結果について、荒廃地や林道の状況にかかる情
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報を整理する。

２（航空レーザ測量成果の判読・解析）

(1) 企画提案事項１

上記１で整理した情報を踏まえ、森林土壌デジタルマップ（国立研究開発法人森

林研究・整備機構 森林総合研究所が公表している CS 立体図及び国有林野土壌図）

及び別途発注者が貸与するデジタル航空写真、その他受注者が提案する方法により、

林道の崩落個所、崩落危険地、荒廃林分や荒廃危険個所等を抽出する。

(2) 企画提案事項２

特定再生復興拠点区域及び特定帰還居住区域に隣接する林分等の帰還住民への影

響が考えられる範囲（11.80km2以上）について、別途発注者が貸与する航空レーザ計

測成果の解析、その他受注者が提案する方法により、帰還住民の生命・財産の保全、

生活の安全・安心の確保に必要な情報を得ることを目的とした森林の現況把握を行う。

なお、上記(1)、(2)において受注者から方法の提案があった場合には、監督職員と

協議の上、内容を決定するものとする。

３（GISによる情報の統合・見える化）

(1) 企画提案事項３

上記２の成果について、事業実施の検討に向けて、帰還住民への影響範囲、影響度

及び必要な対策案、今後の検討項目等について整理し、GIS に表示するためのデータ

を作成・整理し、提出用 HDDに格納する。

４（報告書のとりまとめ）

上記１から３までの結果をとりまとめ、報告書を作成する。

５（GISデータ活用に向けた講習会）

 上記３で作成したデータの活用マニュアルを作成し、以下のとおり、講習会を実施

する。

(ア) 開催方法   ： 会場開催（オンライン同時開催）

(イ) 実施回数・期間： １回（４時間程度）

(ウ) 受講者    ： 林野庁職員 １０名程度

(エ) 講師     ： 補助者含む２名程度

(オ) 主な内容      ： 本業務で作成した GISデータの活用方法にかかる GIS操作

         実習（オープンソースソフトウェア（QGIS）を想定）

(カ) その他：
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実施時期、実施内容等について、監督職員と事前に協議を行い決定すること。

 事前に、活用実習用のデータファイルを作成し、受講者に配布すること。

 受講時及び受講後に受講者から質問を受け付け、電子メール等で回答するな

どのフォローアップを行うこと。

 オンライン開催に用いる WEB 会議システムを含む講習会の実施に必要な機材

（受講者が操作する端末を除く）、資料等は受注者が用意すること。

WEB 会議システムは、農林水産省のセキュリティポリシー等を踏まえて利用

可能なシステムとすること。チャット機能、相互の画面共有機能等を備えたも

のとし、講義の際には、研修講師と補助者によって、質問や操作実技に関し、

個別にフォローアップを行うこと。

QGISについては、長期安定リリースバージョンに対応するものとする。

第４章 納入成果物

１（成果物）

 本業務における成果物は、次に掲げるものとする。

(1) 報告書 ４０部（A４版）

(2) 帰還困難区域内に国有林を抱える市町村別の図面 各５部

（飯舘村、南相馬市、葛尾村、浪江町、双葉町、大熊町、富岡町）

(3)電磁記録媒体資料 ５部（以下を格納した HDD）

  電子媒体は報告書及び図面にかかる PDF のほか、元データについては原則 Word

形式、定量的データは Excel 形式とする。GIS データについてはオープンソースソ

フトウェア（QGIS）で活用可能な形式とする。

なお、納入する電磁記録媒体資料は、ウィルスチェックを行い、ウィルスチェ

ックに関する情報(ウィルス対策ソフト名、定義ファイルのバージョン、チェック

年月日等)を記載したラベルを添付して提出する。










